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145.駐車場共同利用システム運用における利害関係の実態と調整上の課題
Stakeholders' Coordination Problems on Cooperative C恥：ration System of Parking Lots 
出口 近士＊ ・ 清田浩介＊＊・吉武哲信＊＊＊
Chikashi DEGUCHI*,Kosuke KIYOTAベTe組mobu YOSHITAKE***
η1ere are many kinds of stakes and回de-off an10ng 印stomers, sto陀 managers and car parking managers who 
cooperate w抽出e operation- of parking lots.百世s paper aims to evaluate the relationships among the stakeholders 
based on a questionnaire survey m 血e cen回I ar巴a ofMiyazaki City, where仕ial operation has been done. 
百1e analyses rev巴al as follows: I) Trade-off problem on cost payment between 血巴 store managers and the parking 
managers is severe. 2）百1ere are some con出cting evaluations for 仕1e cost pa戸市nt, but half of them consid巴r 仕1e
sy：指m reasonable. 3) It is not low possibility to develop the cooperative operation. And the results su邸側伽t local 
government should匂ke an important role as one of stakeholders. 
Key附町会： Cooperative Operation System of Parking Lots, Cen回l City Invigoration, Stakeholder
駐車湯共同利用システム，中心市街捌舌性化利害関係者
1. はじめに
中心市働断間七は全国において喫緊の解持品題となっ
ている。この際、 公共交通機関が未発達のために自動車交
通に依存せざるを得ない地方都市では、駐車場不足が指摘
されることが少なくない。そのハー ド的対策として駐車湯
整備附子われるが、 昨今の地方財政の困窮や地方都市の経
済の低迷の現状を考えれば、既存の駐車場を有努刷用して
「交通アクセスの容易さ」を確保する等のソフト施策がよ
り重要となるであろう lロ）。
このような中で、 富山市、静岡市や金沢市などの都市で
は
“
複数の駐車場で共通に利用でき、 一定時間の利用は無
料になる駐車券を発行し、駐車場の利便性を高めようとす
るシステム（以下、 駐車場共同利用システムと記す）
” を稼
働させている九
ところで、駐車場共同利用システムを稼働・運用させよ
うとすると、 商業者、駐車易経営者、 商業団体明子政とし、
った複数の関係者が関与する複合システムとなり、 システ
ムの運営方式へ利害 関係者の合意形成 5）θ、 行政の関与の
あり方 ηなどの課題も多い。
このr＂守題に対して、出口らめは宮崎市で実施された駐車場
共同利用システムの社会実験をプロジェクトマネジメント
の視有、で捉え、 人・もの ・ お金・ 情報 ・ 時間・事業開面の
6つの監理項目から分析している。この中では、駐車湯共
同利用システムの事業化のためには、I）共同利用システム
が経営的に成立する、つまり「お金の監理jが重要である、
2 ）社会実験期および起業期には行政の役割分担（起業補
助 ・ 事業費支援）が必要である、 3 ）関係者、市民、 NPO や
学講縫験者からなる委員会が実験を計画(Plan ）し、社会実験
ρo ）とその結果を調査して、委員会で、問題点を検討（Check)
し、 次の相会実験で、改善する（Action ）とし、う POCA サイク
ルを確実に実施したことが、 社会実験を成功させたことを
明らかにしている。ただし、 文献）は平成17年7月～19年
3月まで合計7回に渡って実施された柾会実験に参加した
関係者に対して平成19年l月に実施したアンケート調査結
果から、 商業者と駐車場経営者、 あるいは買い物客の聞に
利害関係が内在し、 これらの利害関係の調整割安の開発が
駐車場共同利用システムを運用させるための課題であると
指摘しているが、 この種の調査 ・ 分析は見あたらない。
以上の背景から材高では、平成19年4月から割賦軍用に
移行した宮崎市の駐車場共同利用システムの事例を題材に
して、関係者の利害関係の実態把握と、 その調整上の課題
を明らかにするものである。 具体的には、
I）駐車場共同利用システムの運用関係者である商業者、 駐
車易経営者、買い物客に対して平成20 年2 月に実施したア
ンケート調査により、 関係者間の利害の実態や、 運用改善
に必要な対策、 行政からの支援の要望などを把握し、
2 ）商業者、駐車場経営者、消費者、 およひ守子政の利害関係
を整理・分析するとともに、
3）駐車場共同利用システムの運用における利害調整の可能
性への知見を得ょうとするものである。
2.駐車場共同利用システム
(1）宮崎市駐車場共同利用システムの概要
宮崎市は人口約37万人の中核市であり、郊外の市街化調
整区域に大型、ンョッピングセンタ ーが 立地したこともあり、
中心市卸甜副生化事業の一環として、 平成17 年7 月～平
成19 年3月まで駐車場共同利用システムの社会実験が実
施された酬。この概要を表一 lに示す。運営は宮崎商工会
議所が暫定的に主体となり、 中心部の約300 店舗と、 21 ～
22駐車場倣 2,500 台収容可）が参画して行われた。宮崎
＊ 宮崎大学工学部土木環境工学科 (University ofMiy位法i)
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表－ 1 宮崎市駐車場共同利用システムの経緯
市は、 「駐車湯共同利用システム検討委員会（以下、委員会
と記す）Jに補助金支援を行う形で参加した。平成19年4
月からは、同様に宮崎商工会議所が暫定運用主体で詩験運
用として縦続されている。
以下、利害関係に関わる経緯キ粗品の概略を述べる 10）。
［短期士会実験］
第l回実験は、駐車場側批が新時に与える影響の把
握を目的としたもので、無米鴇主車券の原資は全て商工会議
所が負担した。 実験内容は、商業者が買い物客に2 時間無
料駐車券を配布し、買い物客がその駐車券を駐車場に持参
することで、2 時間分の駐車料金を鮒斗とした。駐車易経
営者は、無米1駐車業峰分に対して商工会議所から11,200円
を受領するもので、あった。
第2回実験で崎主車場軍営者と商業者に鮒明主車券の原
資の一部（I 店舗当り500円／3日間）を負担させた。 第2
回実験では第 l回実験に比べて利用台数が 1,262 台から
2,538 台と約2倍に増加した。
第3回実験は、ブ型店専用駐車場（卿台）が単独で実
施したもので、どの鴎南の領収書でも2時間が矧斗になる
もので、あったが、3日間で23人（台）しかなかった。
I長期佐会実験］
第4回～第7回実験までは同じ費用負担で行われた。具
体的には、1)30分鮒靖国券（有効期限3ヶ月）制型店・
商店街に事前に配布し、2 ）駐車場は収受し駐車券を集計し
て商工会議所へ請求する。3 ）商工会議所は商店街・店舗ご
とに集計、商店街へ請求し、入金完了後各駐車場へ請求金
額を支払うというものである。つまり、駐車湯で30分鮒ヰ
駐車券が l 枚受領されると、その駐車券を配席した鴎南が
50円を負担し、商工会議所が50円を補助して合計100円
が駐車場に支払われるもので、現実味のある負担方式にな
った。利用者は表－ 1に示すように70(台／日H呈度で、あった。
問験運用の費用負担l
平成19年3月までは、 ブ型店、個店ともに30分鮒Sj駐
車券l枚あたり50円を負担していたが（従量制）、4月か
らは、固定制も加えられた。固定制とは、個店が参加費と
して月あたり1,000円を支払い、加えて 30分無味鴇主車券 l
枚あたり50円を負担する方法である。また、ブ型店は固定
費｛I川0円／月）を支払わなし、かわりに 30分鮒Sj駐車券 i 枚
あたり91円を負担する方法である。
一方、駐車易経営者は、これまで30分鮒Sj駐車券 l 枚当
たり 100 円の収入を得ていたが、新しい負担方法では 30
分鮒鴇主車券をl枚受領すると75円の収入となり、駐車場
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経営者がより負担することになった。 また、新しい負担方
法では30分鮒漏主車券の利用が15,000(物月）を越えると事
業が赤字になると試算された（第9回委員会 ）。その後、試
験運用に移行した平成19年12月に利用枚数が14,414(キ釘
月）を越えて月ベースではじめて赤字になり、新しい費用負
担方式を提示・合意する必要が生じているところである。
図－ ！は誤験運用における利用実績で、30分鮒鴇主車券
の月あたりの利用枚数で示している。開始時の 4月には、
利用枚数 6,2仰（枚）［2,361 （台／月）］であったものが、平成 20
年2月には13,352 （枚）［3,926(台＇／I月）］に増加している。
(2）利害関係に及ぼす運用上の課題
以下に、利害関係に影響を及ぼす課題を記述する。
[30分鮮駐車淵踊の多期
第5回実験時に 30分側駐車券を配布したのl揃300
中、約半数の158風雨であった。 同も、その中で酒己布枚
数が100 枚以下の店舗が146 店舗を占めた。
［費用負担の荊躍司
商業者と駐車易経営者には商業者の負担金額や駐車場経
営者の収入金額に高附与してし、なし司第2 回委員会）、もしく
は両者の金額設定が判断できないとしづ意見も多く、商業
者と駐車場経営者の聞に費用負担に関する相反関係が柄主
していた（第 3人6回委員会）。このため、 「費用負担方式に
ついて、関係者全体で十分に議論する必頭第8回委員会）J
が課題とされていた。
［消費者（市国への周知不足］
討動車用にあたって 、商業者ハ参加盟商用ステッカ ーと
レジ周辺のポッフ
。
（30分側端主車券のサンプルなめ、駐車
場経営者へ参加駐車湯用の旗等を配り、 消費者への周知・
PRが実施された。また、平成19年10月にはテレビやラジ
オによるPR が実施された。しかし、参加している駐車場
の紙三利用台数に対する 30分鮒鴇主車券の利用率は平成19
年2月現在4.0%と低いことから、消費者への周知をする必
要があるとされている。
輝用主体の問問
試験運用まで宮崎商工会議所が暫定運用してきでいる。
しかし、中心市街糊舌性化の一事業としての性格や、他郡
市では第3セクターや商店街が運営している事例もあるこ
とから、だれが主体となって運営していくことが望ましい
か、あるい出軍営できるかを検討する時期にきている。な
お、平成19年度の経費は給額で864万円であり、宮崎市中
心市街蛸舌性化の68プロジェクトの平成19年度の総事業
費約31億円に占める比率は約0.3%である。
l
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図 －2駐車場共同利用システムの利害関係者
3.駐車場共同刺用システムの利害関係と分析の枠組み
本システムの広義の利害関係者としては、パスやタクシ
ー業者特嫡事業者も相主するが、本論では図－2に示す
ように、商業者、駐車場経営者、消費者、商工会議所およ
ひ府政（宮崎市）に限定している。また、商業者持主車場
経営者といった組織内にも利害関係が柄主するがここでは
分析対象としておらず、本論は仮説的に設定される図 －2
の利害関係の存在付IJ害調整の知見 にっし、て、後出の4章
で言白金するアンケー ト調査で確認－分析するものである。
［①商業者と駐車場経営者l
前述のように、商業者（個店）は固定料金（1,000円／月）
に加えて 30分無米鴇主車券l枚あたり50円を負担する。駐
車場経営者は、 30分矧t嶋田泰をl枚受領すると75円を
収受する。しかしながら、宮崎市中心部での時間貸し駐車
場料金は200円～300円／時間であるために、30分鮒鴇主車
券利用者に対してはl時間当たり150円～50円 の収入減と
なるなど、両者にlま駐車非i栓負担に関する利害関係がある
と考えられる。
I②商業者・駐車場経営者と消費者1
商店主は個店が決めた売上金額に応じて、30分鮒ヰ駐車
券（複樹文）を配布する。つまり医師枚数に応じて利益が
減少し、お客は駐車場料金を支払うことになるため、両者
lこ利害関係が生じる。一方、駐車場経営者は収入減となる
ため、共同利用システムの周知に消極的になる傾向が内在
すると考えられる。
I③商業者・駐車場経営者と運営主制
中心市側断舌性化法の下に設置された 「宮崎市中心市街
士官舌間七協議会」 は、宮崎村Eのまちづくり公社と宮崎商
工会融庁が事務局を担当している。このような背景や、宮
崎商工会議所内に中心市街王町舌間七のための刊のが相生
した経緯もあり、宮崎商工会議所が社会実験およひ予蹴軍
用の運営主体となってきている。宮崎商工会議所出軍営計
画から劫包までの統括と、商業者・駐車易経営者との調整
を担っている。一方、無糊主車券の商店への配布、利用料
金 の徴収、商店街組合員への周知や新規加入などは商店街
の役員が中心になって担っている。
このため、運営主体と商業者、駐車易経営者の聞に何ら
かの利害関係が相主する可能性がある。
I④商工会議所 G軍営主併と儲識の関与］
前述のように、暫定運営主体である宮崎商工会議所は運
営計画から実施までの統括を担い、この中には消費者への
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アンケー 卜の配布・回収状況
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図 －3 商業者の事業効果への評価
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図 －4駐車場経営者の事業効果への評価
周知特lj寄周整が含まれる。
行政（市）は中心柿附舌性化事業のーっとして駐車場
共同利用システムに補助金を支出していることから、利害
関係者の一員と考えられる。また、市は駐車湯共同利用シ
ステム検討委員会のメンノミーで、あるので、商業者、駐車場
経営者、消費者間の利害調整への関与も必要である。
4.利害関係に関するアンケー ト調査と分析
(1) アンケー 卜調査の概要
平成20年2月28日～29日に、関係者に対してアンケー
ト調査を実施した。アンケー トの配布状況」および回収状況
を表－2に示す。アンケー トは、商店主と駐車場経営者に
は手渡しで、消費者にl訂苫頭で記入してもらう方式とした。
質問項目の大要は、 「駐車場共同利用システムの事業効果」
の矧面、「各関係者聞の利害関係」の荊主の確認であり、消
費者に対しては事業効果と利害調整への知見に関連する内
容を問うた。
(2）事業効果
図 － 3は商業者に、図 －41土駐車易経営者に 「駐車場共同
利用システムが、来街者の街宣時間、中心市糊也全体の歩
行者または来往渚、売り上げ、店への来客数G註車場の利
用者）に影響があったか？Jを問う た結果である。両者と
も、 「ほとんど変化がなしリとの回答が大半である。また、
「徐々に低下している」、「低下しているJ に比べて、「増加
しているj、 「徐々に増加している」 の回答が約1/3程度に
留まっている。
図 5は、消費者に 「消費金額、漸主時間、来街頻度に
影響があったか？」を聞いたもので、「変化はなし、」 が大半
であるが、商業者と駐車易経営者との回答とは逆に、f徐々
に低下している」、「低下しているJに比べて、「埠訪日してい
・ 867 -
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図－6駐車料金に対する不満の解消・改善
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図－7 負担金額に対する評価（商業者）
るJ、 「徐々に増加している」の回答が 約3倍程度である。
図－ 6は、「馬主車場共同利用システムによって駐車料金が
高いという不満は解消・改善されましたかっ」への回街吉
果である。図は “ちょうど良い”、“どちらかといえば高い”、
“高い” と回答したグ
、
ループ毎に整理しており、全てのグ
ノLーフ。において 約半数以上の人が 「ほとんど解消された」、
「かなり解消された」と回答している。
これらの回答から、買い物客は運営関係者である商店主
持主申易経営者よりも駐寧場共｜司利用システムの利便性を
高く矧面しており、社会実験・誤動車用の事業効果が得ら
れているものと判断できる。
(3）利害関係の存在
a）商業者と駐車場経営者（①）
図－7は商業者に、「商業者の負担金額と駐車場経営者の
方が受け取っている金額はそれぞれ妥当な金額だと思いま
すか？」を問うわ桔果である。上段から、 約半数：（56人）の
商業者は、「駐車場の収入金額を
“
妥当
”
」と考えおり、
“
少
ない
”
（6名）より、
“高い” と考えている人の方が若干多い。
また、自身の負担については、“妥当
” と評価した人は 78
人（約60%）で、“高い”と評価した人2 1人（17%）よりも多い。
図－ 8 I謂主寧易経営者に 「商業者の方が負担している金
額と駐車場経営者の方が負担している金額はそれぞれ妥当
な金額だι思いますか？J の回答である。 自身の負担金額
を “妥当” とし、う意見は 6人（約43%）であり、5名（33%）が
“
高い
”
と考えている。 一方、商業者の負担金額に対して
は、
“
妥当” が 5名（45%）、
“少ない
” が 4名（33%）である。
以上の回答から、商業者と駐車場経営者の概ユ半数は現
行の費用負担は妥当であると判断しているが、相互に相手
の負担は少ないと考えている人が少なくなく、利害に関す
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図－9 費用負担の利害調整の対策（商業者）
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図－ 10費用負担の利害調整の対策（駐車場経営者）
る意見対立があることがデータで確認された。 なお、オらむ
と異なる回答をした場合、
“
妥当
”
の回答率は低くなるもの
と思われるが、今回は半数涯度であることから、商業者と
駐車易経営者の回答には一定の信頼性があるものと考える。
図－9は商業者に、図－ 1 0は駐車湯経営者に「商業者と
駐車場経営者の負担金額の考えは相違がある可能性があり
ます。この考え方の相違をより小さくする（両者がそれぞれ
の負担金額を妥当だと思う）ために必要なことは何だと思
いますか？」を複数回答可能で問うた結果である。
商業者は、「商業者ぞ粧車場経営者に対して中心市街地全
体で取り組むメリットの説明」（50 人）が一番多く、っし、で
「商業者と駐車場経営者に対して来街者のメリットの説
明」（36人）、 「商業者に対して負担金額の根拠の説明J ( 35 
人）の順で、あった。駐車易経営者の場合は、 「駐車湯経営者
に対して駐車場のメリットの説明」（6人）、 「商業者に対し
て負担金額の根拠の説明」（6人）、 「商業者や駐車易経営者
に対して中心市側也全体で取り組むメリットの説明J(5人）、
「商業者と駐車場経営者に対して来街者のメリットの説
明」（5人）が回答された。
両者の回答に共通することは、I）費用負担の根拠の説明
と、2）駐車場共同利用システムに参画することのメリット
の説明へのニーズである。 商業者は消費者の限られた予算
枠の中で、の販売競争を行う側面をもっo 中心部への来街者
が2 つの駐車場を利用することは稀であろうから、個々の
駐車場は競合開系にある。 これらの状況の中で、商業者は
商店街という団僻目織としての活麟圭験を有するが、駐車
場経営者には団体として、あるい比祖識としての活最経験
は少ない。 このような、関係者が、駐車湯共同利用システ
ムという複合システムを運営するためには、関係者の事業
・ 868
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図－11 30分無料駐車券の配布行動と広報活動
目的や！静Rの共有が不可欠である。
助商業者圃駐車場粧営者と消費者（②）
商業者に「社会期食もしくは誌験運用と比べ、現在30分
無料駐車券を配布していますか？」を問い、駐車場経営者に
「王見荘広報活動を行っていますか？」を複数回答可能で問う
た。回答結果を図 11 に示す。商業者は、77人（“%）が 「現
在30分鮒鴻主車券を積極的こ配布してし喝Jと回答してい
る。 しかし、39人（34%）が 「現在30分無米崎主車券を消極的
に配布してしも」と回答してしも。 また、駐車場経営者は、
「登り旗7人）」 「ポスタ ー（5人）」 などの消費者の視覚に訴
える広報が多い。 そして、II人中4人が広報活動を行って
おらず、駐車場利用者への説明は 2人しか行っていない。
以上の回答から、商業者・駐車場経営者と消費者の聞に
も利害関係があり、商業者においては駐車券の出し渋り、
駐車易経営者におし、ては広報の消極性として顕在化してい
るものと判断される。
c）商業者・駐車場経営者と運営主制③）
前述のように、商工会議所、商業者と駐車場経営者など
の間で種々の↑静授の共有や付与が必要となる。 そこで、、商
業者と駐車場経営者に対して、「駐車場共同利用システムを
理解していくにあたって必要、または興味のある情報は何
ですでか？」 を複数回答可で問うた。 これらの回観音果を図
-12 に示 す。図の左側が商業者、右側が駐車易経営者の回
答である。 両者とも 「中心市後地の現状」が一番多い。 次
いで、「利用者数・利用率の推移」や 「負担金額に見合うメ
リットJ などの利害に関する↑静Rである。 したがって、運
営主体である商工会訴刷、これらの↑静舵提供すること
で利害戸調整の機能を果たすことが望まれている。
なお、前述のように商工会議所と商業者・駐車易経営者
との聞に利害関係がある可能性があるが、商工会議所関連
の費用は行政からの補助金で賄っている現時点で、は顕在化
していないと考えられる。 したがって、これらの分析は本
格運用後に必要になると判断される。
(4）運営主体と行政の関与
a）運営主体の関与と役触⑩
消費者やNPO関係者に 「今後、駐車場共同利用システ
ムに対して改善点 ・ 要望などはありますか？Jを問うた。回
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図ー13市民やN向からの改善要望
答結果を図一 13 に示す。
「関係者に積極的な対応してほししリと回答した人が一番
多く88 人（34%）で、 「30分鮒鴇主車券がもらえる鴎荷持IJ
用できる駐車湯を明確にしてほしし、」64人（25%）、「30分無
料駐車券が公共交通機関でも利用可能にしてほしい」 42人
(1 7%）、f30分鯛浦主車券がもらえる金額を明確にしてほし
し、」 36人（14%）の順である。
これらに共通することは、配布に関する鴎高間の不均等
と利用可能な駐車場の明示や、自動車のみにしカ呼IJ用でき
ずにパス利用者などの公共交通機関リ用者にはメリッ卜が
ない、すなわち自動車優遇に対する不公明惑である。 商業
者と駐車易経営者に関する問題は、運営主体が改善すべき
内容である。前述の（3)c）にも関連するが、利害調整の具体
的方策として、商業者・駐車易経営者との利害関係におい
てシステム稼働の主導権を握っている利用者である消費者
へこれらの↑静Rを提供することが重要と考えられる。
自動車優遇に関わる利害調整については、公的資金補助
や公共交通政策にも関連する行政の役割であろう。
b）行政の関与と役骨K⑤）
駐車場共同利用システムへの行政の関与に関する商業者
と駐車場経営者の意向を調査するために、「駐車場共同利用
システムを運営していくにあたって、行政はどのような支
援をすべきだと思いますか？」 を問うた。 図 14 はその回
答結果であり、「消費者への広報」に対する要望が一番多い、
ついで 「財政面で、の支援」で、あり、「先進事伊降の↑静日提供J、
「関係者の合意形劇がこれに続く。
これらの意向と、前述の 「駐車場共同利用システムを理
司 869
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図 ー 15駐車場共同利用システムを知る機会
解していくにあたって必要または興味のある↑静Rは何で、す
か？」に対する回答として「中心梢卸也の現状jが一番多
かったこと、さらに本システムの出発点が中心市桂社也の活
性化にあることを重ね合わせれば、宮崎市対子政の千鰭リと
して、関係者（商業者や駐車場経営者）に対して、 中心市
街断舌聞ヒの目的における駐車湯共同利用システムの意義
を説明することが望まれる。
また、市は委員会のメンバーであることからこの活動を
担うことが要求されており、行政の役目に鑑みた場合、 「消
費者（市関への広報」を担うことが適切であろう。 さら
に、 「財政面で の支援」の要望に関連づけるとともに、消費
者が駐車場共同利用システムを知る機会として図 一 15 の
内容を答えていることを考慮すれば、 これらの作成・配布
への支援が考えられる。
さらに、行政の主要な役目として、 中心市俸制舌性化事
業のーっとしての本システムの達成度を高める役割を担う
必要がある。 この際、 現時点で、は調鉛割であり、 また現
況の費用負担方式では事業採算ベースを割ることが予測さ
れている。 本システムを本格運用するためには主体の形成
と、 このための利害調整が不可欠である。
5. まとめ
材高の成果をまとめると以下のとおりである。
I）駐車場共同利用システムの関係者は、商業者、駐車場経
営者、消費者（市問、商工会議所（暫定運用主体）と行
政（宮崎市）の5者からなり、これらの関係者には利害
関系が柄生する。
2）主要な利害は、30 分鮒鴇主車券を配布する商業者と、こ
れを駐車場料金として収受する駐車場経営者の聞の負担
金額の対立である。
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3）試動車用の費用負担制度（駐車場経営者： 30 分無糊主
車券 l 枚当たり 75 円～25 円の負担）について、 商業者
と駐車易経営者の樹ユ半数は現行の負担金額を相互に妥
当と判断しているが、 自身の負担金額を高いと考えてい
る人も少なくなし、。
4）商業者およひ駐車場経営者と消費者（買い物客）との間
にも利害闘系がある。 商業者における買い物客に対する
30 分鮒よ｜駐車若手の出し渋りと、駐車易経営者における 利
用者への広報の消極性である。
5）消費者には、30 分矧f靖国券の配布基世杯lj用可能な駐
車場の明示、配府のバラツキなどへの改善要望が強い。
最後に、利害調理室に関わる知見として以下が挙げられる0
6）商業者と駐車場経営者間の経費負担に関わる利害を調整
するためには、f商業者や駐車場経営者に対して中心市街
地全体で取り組むメリットの説明」が望まれており、 暫
庖軍用者である商工会議所がこれを担うことが望まれる。
7）行政（宮崎市）が中心市街刷舌聞包の一環として本シス
テム（事業）に関与・参画していることの意義から判断
すれば、商業者・駐車易経営者と消費者（市同に栴主
するのの利害調整については、行政が本システムを市民
にPRすることを通じて、 消費者の要求として商業者の
配布行動を活発化させる対去が適当と考えられる。
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